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の普及・促進には、政策手段による後押しが必要である。2011 年 8 月に、「再生可能エネ

























































































































パ 小 水 力 発 電 協 会（European 
Small Hydropower Association：
ESHA）は、小水力発電とは出力
規模が 1 万 kW 以下の水力発電
であるとしている3）。日本では新
エネルギー・産業技術総合開発
機 構（NEDO） が 1000 kW 以 上
1 万 kW 以下のものを小水力、さ








置法」で、出力規模 1000 kW 未
満の水力発電が促進の対象となっ
ている一方、2011 年 8 月に制定
された「再生可能エネルギー特別
措置法」においては促進の対象
は 3 万 kW 未満のものを指して
いる。資源エネルギー庁は、出力
規模 3 万 kW 未満のものを「中小
水力」と称している。本稿におい
ては、国際的に小水力の基準とさ













































に占める出力規模 1 万 kW 以下の


















これによると、出力規模 1 万 kW

























であるが、出力規模 1 万 kW 以
2 小水力発電に関する現状と開発ポテンシャル



















力規模 1 万 kW 未満のもの
は既に約 350 万 kW 開発さ
れているので、単純計算で







　環境省の推計では、特に 1000  
kW 未満のポテンシャルが約 530






は 593 箇所、出力規模で約 25 万
8000 kW である。小林 [2011] は、
小水力発電設備を既に導入してい
る扇状地上の農業用水を対象に、




考えると、合計約 30 km の農業
用水路区間に適地は 100 箇所あっ
た。日本の農業用水は幹線水路だ
けで 4 万 km と言われている。た
とえ平坦な土地を流れ適地を見
つけにくい農業用水路が少なく
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業者の全発電設備容量 2 億 3,715
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図表 5　「小水力自給率」が 50% 以上の市町村（2008 年）
出典：千葉大学・環境エネルギー政策研究所『エネルギー永続地帯（2008）』を基に科学技術動向研究センターにて作成
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る。最近では 2011 年 6 月、農業



























関しては、当初 1000 kW 未満の
水路式のものに限定されていた
が、2007 年 4 月の同法施行令改
















































































度は、まず 2009 年 11 月に太陽光
発電の余剰電力に限定された形で
導入された。当初の買取価格は住
宅用 48 円／kWh、非住宅用は 24




2011 年 8 月 26 日に成立し、2012
年 7 月 1 日より施行されることと
なった。具体的には、太陽光、風力、








































































未満、200 kW 以上 1000 kW 未満、
1000 kW 以上 30000 Kw 未満と設
備規模毎に 3 つに区分され、買
取価格は消費税込みでそれぞれ
35.70 円、30.45 円、25.20 円、買取






















して、出力規模が 1000 kW 以上
5000 kW 以下の発電所には 20%、
5000 kW 以上 3 万 kW 以下の発電
所であれば 10% の助成、1000kW
以上 3 万 kW 以下で新技術導入
を伴う場合は 50% の助成を行っ
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